
第７回

新型コロナウイルス感染症及び

原油原材料価格高騰の影響に関する調査

令和４年８月

【調査実施者】　鶴岡市商工観光部商工課　鶴岡商工会議所　出羽商工会



◇調査実施日

令和４年７月１３日～令和４年７月２７日

◇調査対象期間

令和４年２月～令和４年６月（５カ月間）

◇調査対象事業所数

鶴岡商工会議所会員企業 事業所

出羽商工会会員企業 事業所

会員以外（工業団地内企業等） 事業所

計 a 事業所

◇回答事業所数

鶴岡商工会議所会員企業 事業所

出羽商工会会員企業 事業所

鶴岡商工会議所・出羽商工会両方の会員 事業所

会員以外（工業団地内企業等） 事業所

計 ｂ 事業所

◇回答率　（b/a）

◇各媒体での回答数、割合

紙媒体（メール添付、FAX含む） 事業所

WEB 事業所

事業所

※５回目調査よりWEBアンケートフォームも併用。
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新型コロナウイルス感染症及び原油原材料価格高騰による地域経済への影響についてアンケート調査を実施
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調査有効回答事業所数の内訳



【１】 新型コロナウイルス感染症等の影響

○現在、生じているマイナスの影響についてお答えください。（複数回答可）

【２】 新型コロナウイルス感染症等の影響への対応

○現在、生じている影響に対して講じている対策についてお答えください。（複数回答可）
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1：資金繰りの悪化

2：売上・受注の減少、注文のキャンセル

3：展示会、イベント等の中止延期

4：取引先の倒産・営業停止

5：部品・原材料・商品の仕入れ・調達が困難

6：顧客への納入の遅延

7：社内のモチベーションの低下

8：感染症防止対策に伴うコスト増

9：雇用維持の困難

10：感染症等による影響はない

11：その他
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１：営業日・営業時間の短縮

２：事業所・店舗の閉鎖

３：生産の縮小・停止

４：生産体制・サプライチェーンの見直し

５：新分野への事業展開

６：その他

１：融資等による運転資金の確保

２：設備投資の延期・縮小・休止

３：各種コストの見直し・削減

４：感染症対策のための設備投資などの実施

５：国・県・市等の支援施策の活用

６：その他

１：出張・営業活動の自粛

２：在宅勤務・テレワークの導入

３：テレビ会議システム等の導入

４：その他
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 各事業者のコロナ以前（令和元年）同月の売上を１００とした場合の件数の割合

※以下のグラフ・表は、過去調査結果（令和２年４月～令和４年１月）と第７回調査結果（令和４年２月～令和４年６月）を元に作成

【３】売上の状況
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○雇用調整助成金を活用しましたか？ ○現在の御社の従業員の休業や稼働日数（時間）についてお答えください。

　▽雇用調整助成金を活用した事業所のうち

　▽雇用調整助成金を活用していない事業所のうち

【４】雇用の状況
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１：活用した ２：活用していない
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○融資制度の活用についてお答えください。

【５】運転資金について

125事業所

21%

469事業所

79%

１：活用した ２：活用していない

53事業所

24%

155事業所

70%

13事業所

6%

１：返済の見通しは立っている

２：今のところ問題はないが将来どうなるか分からない

３：返済の見通しが立たず、不安を抱えている

▽コロナ関連融資を受けている事業者のうち、

受けている事業融資の返済の見通しについて
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活用していない事業者
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１：資金不足が生じ始めている ２：資金不足が生じる可能性がある

３：ある程度の資金準備がある 無回答

35事業所 44事業所 42事業所 4事業所

31事業所 115事業所 241事業所 82事業所

○活用している事業所

▽資金不足が生じ始めている35事業所のうち

融資制度を検討している事業所 ：22事業所

していない事業所： 7事業所

▽資金不足が生じる可能性がある44事業所のうち

融資制度を検討している事業所 ：16事業所

していない事業所：20事業所

○活用していない事業所

▽資金不足が生じ始めている31事業所のうち

融資制度を検討している事業所 ：16事業所

していない事業所：14事業所

▽資金不足が生じる可能性がある115事業所のうち

融資制度を検討している事業所 ：35事業所

していない事業所：75事業所



○活用した支援制度についてお答えください。（複数回答可）

【６】各種支援策について
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事業復活支援金

小規模事業者経営継続支援金(20万円・10万円）

雇用調整助成金・緊急雇用安定助成金

雇用調整助成金申請代行補助事業

失業者正規雇用奨励金

資本性劣後ローン

資本性劣後ローン利子補給

小規模事業者持続化補助金

新・生活様式対応支援補助金（新型コロナ対策認証対応型）

中小企業パワーアップ補助金

新型コロナウイルス感染症対策中小企業等新分野展開等支援事業補助金

買物代行・宅配サービス支援金

国税・地方税・市税等の徴収猶予

その他
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○ 原油・原材料価格高騰によるマイナスの影響について ●コスト上昇分のうち、価格転嫁の状況について

●現在生じている影響の内容について ●価格転嫁以外に講じている対策について

【７】原油・原材料価格高騰に対する影響について

177事業所

30%

270事業所

46%

116事業所

19%

29事業所

5%

1：大きな影響を受けている

2：ある程度の影響を受けている

3：今のところ影響を受けていない

が、今後影響が見込まれる

4：今のところ影響がなく、今後も

影響はない
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1：収益の圧迫

2： 関連商品（製品、部品、原料など）の値上がり

3：商品の欠品

4：雇用の維持が困難

5：その他
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1：諸経費の削減

2： 省エネ対策

3：仕入・調達先の変更

4：商品・製品の見直し

5：特になし

6：その他

205事業所

46%
214事業所

48%

15事業所

3%

13事業所

3%
1：価格転嫁できていない

2：コスト上昇分の一部について

価格転嫁できている

3：コスト上昇分の全てについて

価格転嫁できている

無回答

▽大きな影響を受けている177事業所のうち

価格転嫁できていない：82事業所

一部について価格転嫁できている：86事業所

全部について価格転嫁できている：4事業所

▽ある程度の影響を受けている270事業所のうち

価格転嫁できていない：123事業所

一部について価格転嫁できている：128事業所

全部について価格転嫁できている：11事業所



【８】国・県・市への要望
○国・県・市への要望事項についてあればお答えください。（複数回答可）
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１：補助金の充実

２：補助金の要件緩和や手続きの簡素化

３：補助金・支援制度等の情報発信

４：業績低迷に伴う給付金制度の拡充

５：低利・無利子融資などの金融支援

６：各種減税・納付猶予

７：販路開拓に関する支援

８：消費の喚起、観光の掘り起こし

９：テレワーク・在宅勤務の導入に関する支援

１０：デジタル化対策に関する支援

１１：業務転換に関する支援

１２：休業・自粛など事業縮小に対応した支援

１３：従業員の雇用維持に関する支援

１４：PCR検査に伴う支援

１５：感染予防策に関する支援

１６：資源（原油・原材料等）確保への支援

１７：新製品開発に対する支援

１８：広告宣伝・企業PRに関する支援

１９：市場調査に関する支援

２０：経営資金に対する支援

２１：設備投資に対する支援

２２：先端技術導入に関する支援

２３：人材確保に対する支援

２４：事業承継に関する支援

２５：中高生への地元産業教育に対する支援

２６：農商工連携に対する支援

２７：産学官連携（研究開発含む）に対する支援

２８：企業間連携連携に対する支援

２９：その他



【８】国・県・市への要望
○補助金の充実について、具体的な内容をお答えください。（複数回答可）
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A：売上減少

B：雇用維持

C：店舗の維持

D：コロナ対策

E：販路開拓

F：その他



○雇用調整助成金を活用しましたか？ ▽活用した事業所の業種内訳

▽活用状況割合

雇調金の活用状況に回答した各業種の「活用した」の比率

▽活用していない事業所の業種内訳

【参考】雇用調整助成金の活用業種について

75事業所

13%

494事業所

87%

１：活用した ２：活用していない

製造業 24 32.0%

建設業 10 13.3%

卸売業 1 1.3%

小売業 7 9.3%

飲食業 9 12.0%

不動産業 0 0.0%

運輸業 3 4.0%

情報通信業 0 0.0%

金融業 0 0.0%

旅館・ホテル業 7 9.3%

サービス業 12 16.0%

その他 2 2.7%

製造業 85 17.2%

建設業 97 19.6%

卸売業 23 4.7%

小売業 103 20.9%

飲食業 41 8.3%

不動産業 5 1.0%

運輸業 8 1.6%

情報通信業 4 0.8%

金融業 14 2.8%

旅館・ホテル業 10 2.0%

サービス業 69 14.0%

その他 35 7.1%

〇 ×

製造業 24 85 109 22.0%

建設業 10 97 107 9.3%

卸売業 1 23 24 4.2%

小売業 7 103 110 6.4%

飲食業 9 41 50 18.0%

不動産業 0 5 5 0.0%

運輸業 3 8 11 27.3%

情報通信業 0 4 4 0.0%

金融業 0 14 14 0.0%

旅館・ホテル業 7 10 17 41.2%

サービス業 12 69 81 14.8%

その他 2 35 37 5.4%

全体 75 494 569 13.2%

業種ごとの

活用率
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○ 原油・原材料価格高騰によるマイナスの影響について ●コスト上昇分のうち、価格転嫁の状況について

【参考】原油・原材料価格高騰に対する影響について（業種別）
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1：大きな影響を受けている

2：ある程度の影響を受けている

3：今のところ影響を受けていないが、今後影響が見込まれる

4：今のところ影響がなく、今後も影響はない
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製造業

1：価格転嫁できていない

2：コスト上昇分の一部について価格転嫁できている

3：コスト上昇分の全てについて価格転嫁できている
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